
はじめに
　2013年の我が国の結核罹患率は人口10万対16.1で，
前年に比べて0.6減少した。低蔓延国（罹患率が人口
10万対10以下）への仲間入りが視野に入ってきた一
方で，高齢者，結核発病の高危険因子を有する者や
社会経済的弱者への偏在化は益々進行している。刑
事施設の被収容者が「社会経済的弱者」かどうかは
別として，少なくとも結核に限って言えば彼らは非
常に「脆弱」であり，また対策から最後まで取り残
されていた集団であることは間違いないだろう。表
1 1,2,3からは結核の蔓延や経済発展の度合いに関わら
ず，どの国においても刑事施設の結核罹患率は一般
社会のそれと比較すると高いことが伺える。我が国
も例外ではなく，2013年時点で刑事施設における結
核罹患率は人口10万対177.2，すなわち一般人口の11
倍であった（図 1）。その理由としては一般的には被
収容者の多くの背景には住居や就労，健康といった
生活の基盤の不足から生じる貧困や差別があり，こ
れらが結核の発病リスクと重なっていること，また
環境的な要因としては刑事施設の換気の悪さや過密
状態が挙げられている4,5。本邦でも矯正統計による
と，2013年の新入受刑者のうち，67%が犯罪時に無職，
21%が住所不定であった。また被収容者の多くが収
容前から栄養失調や精神疾患など様々な健康問題を
持っており，疾病全体では有病率が常に50%前後で

あることから6，我が国の被収容者も結核に対する社
会経済的，そして医学的なリスクを有していること
が示唆される。

「刑事施設における結核の手引き」
　刑事施設の結核対策において，刑事施設とその他
の関係機関との連携は不可欠とされている。しかし
その一方で本邦を含む多くの国では矯正医療の所管
が厚生労働省や保健省ではなく，法務省にあるため，
協力体制を築くためには様々な工夫が求められてい
る。我が国では保健所が刑事施設で発生した結核に
対する刑事施設との「連携」において中心的な役割
を担うことが求められているが，これまでは個々の
刑事施設，そして保健所ごとに取り組みや認識にば
らつきがあり，刑事施設の結核対策に格差が生じて
いることが報告されていた7。「保健所に向けた刑事
施設の結核対策の手引き」はこのような背景を鑑み
て，刑事施設で発生した結核に対し，保健所が関わ
り得る段階において刑事施設と整合性のある連携体
制を築いていくための，保健所職員向けの指針とし
て作成された。
　手引きは第一章から第四章，及び参考資料から構
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表 1 	 世界における刑事施設の結核

国　名 刑事施設における人口
10万対報告率（調査年）

一般人口における人口
10万対報告率（調査年）

ウガンダ1  955.0 （2011～2012）  179.0 （2012）

アゼルバイジャン2  3943.8 （2002）  64.5 （2002）

香港3  221.0 （2005）  90.4 （2005）

英国4  44.5 （2012）  15.2 （2012）

ドイツ2  101.3 （2002）  9.3 （2002）

フランス2  41.3 （2002）  10.3 （2002）

オランダ2  77.3 （2002）  8.7 （2002）
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成されている。第一章は刑事施設の結核に関する世
界と我が国における現状について解説しており，第
二章及び第三章は刑事施設で結核が発生した際の保
健所の対応や刑事施設との連携の取り方について，
法的な根拠を示す他，具体的な方法や事例などを通
して解説している。第四章は刑事施設に対する普及
啓発について様々な工夫を提案している。手引きの
最大の特徴は，現状調査を通して可能な限り現場の
保健師の疑問や保健師が体験した困難例を聞き取り，
それらに対して法的見解や刑事施設側の事情なども
踏まえて実用的な対応の方法を提案していることで
ある。
　例えば患者発生時の患者面接に関して言えば，現
状調査からは調査対象となった保健所の半数以上が
初発患者の調査時に面接を行っていないことが判明
した。その理由としては「個人情報保護を理由に断
られた」という刑事施設側に起因した理由と，「刑事
施設に任せてあるのでその必要性を感じなかった」
という保健所側に起因した理由が挙げられた。手引
きはこれに対し「刑事収容施設及び被収容者の処遇
に関する法律」第111条等の規定により，公的機関と
の公用を理由とする面会は許可の対象となっている
ことを説明する他，刑事施設の医療体制が抱える様々
な問題から，刑事施設の職員に結核に関する服薬指
導や教育を一任することは患者に対する支援が不十
分となる恐れがあることを解説している。また実際
に患者に対して面接を行っている保健所の事例を挙
げ，面接が可能で尚且つ必要であることを示している。

更なる連携の強化を
　現在，矯正医療における医師不足は過去最悪の状
況にあり，法務省によると常勤医を置くと定められ
ている矯正施設は全国163カ所，定員は332人だが，
常勤の医官は2013年 4 月時点で260人と 2割以上の欠
員が出ている。刑務所や拘置所などの医師不足対策
を検討してきた法務省の有識者検討会は2014年 1 月
に提出した報告書の中で「矯正医療は崩壊・存亡の
危機にある」とまで指摘している。具体的な改善策
としては「開かれた医療」「地域の医療機関との連携」
などが挙げられており，従って結核対策に関して言
えば保健所と刑事施設が連携を強化することは非常
に時宜を得た動きなのである。

　現状調査からは，前例も指針もない状況で局面を
打開しようと考え，行動に移すことで刑事施設との
信頼関係を築くことに成功した保健師・保健所の素
晴らしい取り組みが幾つも聞かれた。「連携」を築く
のは「手引き」や「指針」ではなく，あくまでも保
健所と刑事施設の担当職員―すなわち人と人である。
本手引きが保健師と刑事施設の職員が結核対策につ
いて話し合いを始める「きっかけ」となることを期
待する。
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